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(57)【要約】
【課題】良好なブレ補正を実現する。
【解決手段】カメラの角速度を検出する角速度センサ１
２Ｂと、カメラの加速度を検出する加速度センサ１２Ａ
と、角速度センサと加速度センサの出力に基づいて、カ
メラの姿勢を演算する姿勢演算部３２と、姿勢演算部の
演算結果に基づいて、加速度センサの出力を補正する補
正部２１と、補正部の補正後の加速度信号と角速度セン
サからの角速度信号に基づいて、ブレ補正の制御を行う
制御部３５と、カメラの姿勢更新の可否を判断する判断
部５２と、判断部の判断結果に基づいて、カメラの姿勢
情報を再演算する姿勢再演算部５３とを備え、補正部は
、姿勢再演算部が姿勢情報を再取得したときには、加速
度センサの値を再補正する（Ｓ２０９）。
【選択図】図１０
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　カメラの角速度を検出する角速度センサと、
　カメラの加速度を検出する加速度センサと、
　前記角速度センサと前記加速度センサの出力に基づいて、カメラの姿勢を演算する姿勢
演算部と、
　前記姿勢演算部の演算結果に基づいて、前記加速度センサの出力を補正する補正部と、
　前記補正部の補正後の加速度信号と前記角速度センサからの角速度信号に基づいて、ブ
レ補正の制御を行う制御部と、
　カメラの姿勢更新の可否を判断する判断部と、
　前記判断部の判断結果に基づいて、カメラの姿勢情報を再演算する姿勢再演算部とを備
え、
　前記補正部は、前記姿勢再演算部が姿勢情報を再取得したときには、前記加速度センサ
の値を再補正すること、
を特徴とするブレ補正装置。
【請求項２】
　請求項１に記載のブレ補正装置において、
　前記判断部は、角速度センサ、加速度センサ、動きベクトル演算部、磁気センサ、ＧＰ
Ｓセンサ、傾斜センサの少なくとも１つの出力結果に基づいて、姿勢更新の可否を判断す
ること、
を特徴とするブレ補正装置。
【請求項３】
　請求項１又は請求項２に記載のブレ補正装置において、
　前記姿勢再演算部は、角速度センサ、加速度センサ、動きベクトル演算部、磁気センサ
、ＧＰＳセンサ、傾斜センサの少なくとも１つの出力に基づいて、姿勢情報の再演算を行
うこと、
を特徴とするブレ補正装置。
【請求項４】
　請求項１から請求項３までのいずれか１項に記載のブレ補正装置において、
　前記姿勢演算部の初期姿勢の信頼性を判断する信頼性判断部を備え、
　前記判断部は、前記信頼性が低いと判断されたときには、姿勢更新の可否を判断する閾
値を変更すること、
を特徴とするブレ補正装置。
【請求項５】
　請求項１から請求項４までのいずれか１項に記載のブレ補正装置において、
　カメラの作動状態を検出する作動状態検出部を備え、
　前記判断部は、前記作動状態検出部の出力に基づいて、姿勢更新の可否を判断すること
、
を特徴とするブレ補正装置。
【請求項６】
　請求項１から請求項５までのいずれか１項に記載のブレ補正装置を備えた光学機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ブレ補正装置及び光学機器に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　高倍率撮影時においては、平行ブレの影響が大きくなるが、角速度センサのみを用いる
一般的なブレ補正システムでは、平行ブレを検出することができない。このため、高倍率
撮影時にはブレ補正精度が悪化するという問題があった。
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　この問題を解決するため、カメラの速度、角速度を検出し、回転ブレの回転中心位置を
正確に求めることで、高倍率撮影時のブレ補正精度を向上させる技術（特許文献１、２）
が提案されている。
　３軸の加速度センサと、３軸の角速度センサを用いてカメラの姿勢を演算し、加速度セ
ンサ出力に含まれる重力加速度成分を演算、除去することで、並進ブレ成分のみを演算し
て、補正することで、高倍率撮影時のブレ補正精度を向上させる技術（特許文献３）が提
案されている。これは、６軸センサの出力を基に、平行ブレの変位量を求めるものである
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００５－１１４８４５号公報
【特許文献２】特開２０１０－２５９６１号公報
【特許文献３】特開平７－２２５４０５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記従来技術により、光軸に垂直な面内でのブレ量をより正確に演算することが可能と
なったが、以下の課題が残る。
　特許文献１，２は、加速度センサ出力に含まれる重力加速度成分が正確に除去できない
ため、正確な並進ブレ情報が得られない。
　特許文献３は、カメラの姿勢を演算することで加速度センサ出力に含まれる重力加速度
成分を演算、除去し、これにより正確に並進ブレによる加速度成分を検出することができ
るが、外乱等により姿勢情報に誤差が生じた場合や、時間と共に姿勢検出誤差が増えると
いう弊害もあったため、正確な並進ブレ情報が得られない、という課題があった。
【０００５】
　本発明の課題は、良好なブレ補正が可能なブレ補正装置及び光学機器を提供することで
ある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、以下のような解決手段により前記課題を解決する。なお、理解を容易にする
ために、本発明の実施形態に対応する符号を付して説明するが、これに限定されるもので
はない。
　請求項１の発明は、カメラの角速度を検出する角速度センサ（１２Ｂ）と、カメラの加
速度を検出する加速度センサ（１２Ａ）と、前記角速度センサと前記加速度センサの出力
に基づいて、カメラの姿勢を演算する姿勢演算部（３２）と、前記姿勢演算部の演算結果
に基づいて、前記加速度センサの出力を補正する補正部（２１）と、前記補正部の補正後
の加速度信号と前記角速度センサからの角速度信号に基づいて、ブレ補正の制御を行う制
御部（３５）と、カメラの姿勢更新の可否を判断する判断部（５２）と、前記判断部の判
断結果に基づいて、カメラの姿勢情報を再演算する姿勢再演算部（５３）とを備え、前記
補正部は、前記姿勢再演算部が姿勢情報を再取得したときには、前記加速度センサの値を
再補正すること（Ｓ２０９）、を特徴とするブレ補正装置である。
　請求項２に発明は、請求項１に記載のブレ補正装置において、前記判断部は、角速度セ
ンサ、加速度センサ、動きベクトル演算部、磁気センサ、ＧＰＳセンサ、傾斜センサの少
なくとも１つの出力結果に基づいて、姿勢更新の可否を判断すること、を特徴とするブレ
補正装置である。
　請求項３の発明は、請求項１又は請求項２に記載のブレ補正装置において、前記姿勢再
演算部は、角速度センサ、加速度センサ、動きベクトル演算部、磁気センサ、ＧＰＳセン
サ、傾斜センサの少なくとも１つの出力に基づいて、姿勢情報の再演算を行うこと、を特
徴とするブレ補正装置である。
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　請求項４の発明は、請求項１から請求項３までのいずれか１項に記載のブレ補正装置に
おいて、前記姿勢演算部の初期姿勢の信頼性を判断する信頼性判断部（５１）を備え、前
記判断部は、前記信頼性が低いと判断されたときには、姿勢更新の可否を判断する閾値を
変更すること、を特徴とするブレ補正装置である。
　請求項５の発明は、請求項１から請求項４までのいずれか１項に記載のブレ補正装置に
おいて、カメラの作動状態を検出する作動状態検出部（８）を備え、前記判断部は、前記
作動状態検出部の出力に基づいて、姿勢更新の可否を判断すること（図１４（ｃ））、を
特徴とするブレ補正装置である。
　請求項６の発明は、請求項１から請求項５までのいずれか１項に記載のブレ補正装置を
備えた光学機器である。
　なお、符号を付して説明した構成は、適宜改良してもよく、また、少なくとも一部を他
の構成物に代替してもよい。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、良好なブレ補正が可能となる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明のカメラの第１実施形態を模式的に示す断面図である。
【図２】本発明によるブレ補正装置の第１実施形態を示すブロック図である。
【図３】本発明によるブレ補正装置の第１実施形態のカメラ座標系を説明する図である。
【図４】本発明によるブレ補正装置の第１実施形態の動作を説明するフローチャートであ
る。
【図５】本発明によるブレ補正装置の第１実施形態のブレ補正演算を説明するフローチャ
ートである。
【図６】第１実施形態のブレ補正装置の初期姿勢演算を説明する線図である。
【図７】第１実施形態のブレ補正装置の初期姿勢演算を説明する線図である。
【図８】本発明によるブレ補正装置の第２実施形態を示すブロック図である。
【図９】第２実施形態によるブレ補正装置の動作を示すフローチャートである。
【図１０】本発明によるブレ補正装置の第３実施形態を示すブロック図である。
【図１１】第３実施形態によるブレ補正装置の動作を示すフローチャートである。
【図１２】第３実施形態によるブレ補正装置の姿勢情報更新動作を説明する線図である。
【図１３】本発明によるブレ補正装置の第４実施形態を示すブロック図である。
【図１４】第４実施形態によるブレ補正装置の姿勢情報更新動作を説明する線図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
（第１実施形態）
　以下、図面等を参照して、本発明の実施の形態について、さらに詳しく説明する。
　図１は、本発明のカメラの第１実施形態を模式的に示す断面図である。
　カメラ１は、デジタル一眼レフカメラであり、カメラ筐体１Ａと、このカメラ筐体１Ａ
に対して着脱自在に装着されるレンズ鏡筒１Ｂとを備えている。
　ＣＰＵ２は、ズーム群４、フォーカス群５、ブレ補正群６等のレンズ群の移動量演算や
、カメラ１の全体の制御を行う中央処理装置である。
　撮像素子３は、撮影レンズ（４，５，６）により形成された被写体像を撮像する素子で
あり、被写体光を露光して電気的な画像信号に変換し、信号処理回路１５へ出力する。撮
像素子３は、例えばＣＣＤ、ＣＭＯＳなどの素子により構成されている。
【００１０】
　ズーム群４は、ズーム群駆動機構７により駆動され、光軸方向に沿って移動することに
より、像の倍率を連続的に変化させるレンズ群である。フォーカス群５は、フォーカス群
駆動機構８により駆動され、光軸方向に移動して、焦点を合わせるレンズ群である。ブレ
補正群６は、ブレ補正群駆動機構９により光学的にブレ補正駆動され、光軸に垂直な面上
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で可動なレンズ群である。
【００１１】
　絞り１０は、絞り駆動機構１１に駆動され、撮影レンズ（４，５，６）を通過する被写
体光の光量を制御する機構である。
　加速度センサ１２Ａ、角速度センサ１２Ｂは、それぞれセンサユニットに生じる振れの
加速度、角速度を検出するセンサである。
【００１２】
　記録媒体１３は、撮像された画像データを記録するための媒体であり、ＳＤカード、Ｃ
Ｆカード等が使用される。
　ＥＥＰＲＯＭ１４は、加速度センサ１２Ａのゲイン値などの調整値情報、レンズ鏡筒固
有の情報等を記憶するメモリであって、ＣＰＵ２に出力する。
　信号処理回路１５は、撮像素子３からの出力を受けて、ノイズ処理やＡ／Ｄ変換等の処
理を行う回路である。
　ＡＦセンサ１６は、ＡＦ（自動焦点調節）を行うためのセンサであって、ＣＣＤ等を用
いることができる。
　レリーズスイッチ１７は、カメラ１の撮影操作を行う部材であって、シャッタ駆動のタ
イミング等を操作するスイッチである。
【００１３】
　背面液晶１８は、カメラ１のカメラ筐体１Ａの背面に設けられ、撮像素子３で撮影した
被写体像（再生画像、ライブビュー画像）や操作に関連した情報（メニュー）などを表示
するカラー液晶ディスプレイである。
　シャッタ２０は、ミラー１９の後方に配置されている。シャッタ２０には、ミラー１９
が上へ回転して撮影可能状態となったときに、被写体光が入射される。シャッタ２０は、
レリーズスイッチ１７などによる撮影指示に応じてシャッタ幕を走行させ、撮像素子３に
入射する被写体光を制御する。
【００１４】
　図２は、本発明によるブレ補正装置の第１実施形態を示すブロック図である。
　図３は、本発明によるブレ補正装置の第１実施形態のカメラ座標系を説明する図である
。
　加速度センサ１２Ａは、図３（Ａ）に示すように、カメラ１のＸ軸、Ｙ軸、Ｚ軸方向に
感度を有する加速度を検出するＧセンサなどである。この実施形態では、撮像素子３の撮
像面と撮影レンズ（４，５，６）の光軸との交点を直交座標の原点Ｏとし、撮影レンズ（
４，５，６）の光軸をＺ軸、撮像素子３の撮像面をＸＹ平面として表している。
　角速度センサ１２Ｂは、Ｘ軸回り（Ｐｉｔｃｈ）、Ｙ軸回り（Ｙａｗ）、Ｚ軸回り（Ｒ
ｏｌｌ）の角速度を検出する振動ジャイロ等のセンサである。
【００１５】
　加速度センサ１２Ａの出力値には、並進運動で発生する加速度と重力加速度とが含まれ
ている。また、カメラ１の回転運動によってカメラ１の姿勢が変化するので、カメラ座標
系に固定された加速度センサ１２Ａの検出軸方向と重力加速度方向とのなす角が変化する
。このため、加速度センサ１２Ａの出力値に含まれる重力加速度の大きさが変化する。従
って、加速度センサ１２Ａの出力値から重力加速度成分を除去し、並進運動で発生する加
速度成分のみを用いて変位を算出するようにする。
【００１６】
　この重力加速度成分を演算するために、カメラ１は、初期姿勢演算部３１、姿勢演算部
３２と、重力加速度演算手部３３、初期姿勢信頼性判定部５１とを備える。
　初期姿勢演算部３１は、カメラ１の初期姿勢を求める部分であり、加速度センサ１２Ａ
の出力から求められる重力加速度方向を利用して求める。ここで、カメラ１には回転振動
及び並進振動が存在するので、重力加速度方向を適宜の時間の間測定し続け、その測定結
果の平均を算出することで平均的な重力加速度方向を求める。このようにして、図３に示
すカメラ座標系４２における重力加速度方向により、慣性座標系４１に対するカメラの平
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均的な姿勢を求め、これをカメラ１の初期姿勢に設定する。
【００１７】
　姿勢演算部３２は、静止座標系である慣性座標系４１から運動座標系であるカメラ座標
系４２へ変換するための座標変換マトリックスを演算するものである。この座標変換マト
リックスは、初期姿勢演算部３１の出力であるカメラ１の初期姿勢と、角速度センサ１２
Ｂの出力である３軸回りの加速度とを用いて算出される。この演算方法は、ストラップダ
ウン方式の慣性航法装置等に用いられている方法であり、その詳細は、例えば特開平２－
３０９７０２号公報に開示されている。また、座標変換マトリックスの演算方法は、特開
平７－２２５４０５号公報に開示されている。
【００１８】
　重力加速度演算部３３は、慣性座標系４１における重力加速度成分に座標変換マトリッ
クスを乗じて、カメラ座標４２における重力加速度成分を求めるものである。加速度セン
サ１２Ａの出力値であるＸ軸，Ｙ軸方向の加速度から、減算器２１Ｘ，２１Ｙによって、
この重力加速度成分を除去すると、並進運動で発生する加速度が求められる。さらにこの
値は、ＨＰＦ２２Ｘ，２２Ｙで低周波成分を除去され、積分回路２３Ｘ，２３Ｙ、積分回
路２４Ｘ，２４Ｙで２回積分することにより、Ｘ軸，Ｙ軸方向の並進運動の変位が算出さ
れ、ブレ補正駆動量演算部３５Ｘ，３５Ｙに出力される。
【００１９】
　一方、角速度センサ１２ＢのＸ軸回り（Ｐｉｔｃｈ）、Ｙ軸回り（Ｙａｗ）の出力は、
ＨＰＦ２５Ｐ，２５Ｙで低周波成分が除去され、積分回路２６Ｐ，２６Ｙで積分されたの
ち、ブレ補正駆動量演算部３５Ｘ，３５Ｙにそれぞれ接続されている。
【００２０】
　ブレ補正駆動量演算部３５Ｘ，３５Ｙは、加速度センサ１２Ａ，角速度センサ１２Ｂの
信号処理された出力、被写体距離情報検出部３７からの被写体距離情報、撮影倍率情報検
出部３８からの撮影倍率情報、及び、ＥＥＰＲＯＭ１４（図１）からのレンズ固有の情報
等に基づいて、ブレ補正駆動機構９Ｘ，９Ｙの駆動量を演算する。
【００２１】
　初期姿勢信頼性判定部５１は、初期姿勢演算結果が信頼できるかどうかの判定を行う部
分である。この初期姿勢信頼性判定部５１については、後に詳細に説明する。
　カメラ１の姿勢を演算する際は、初期値が必要であり、これは、加速度センサ１２Ａの
検出値を基に演算する。しかし、加速度センサ１２Ａの出力には、重力加速度成分と、加
速度成分が含まれているため、初期値演算時の加速度センサ１２Ａの出力に、大きなブレ
や、外乱等による加速度成分が多分に含まれている場合には、姿勢演算結果に誤差が生じ
てしまう。この誤差により、ブレ補正精度を悪化させてしまうという問題があった。
　この実施形態では、初期姿勢演算結果の誤差によるブレ補正性能の悪化を防ぐため、ブ
レ補正が開始される前までに姿勢情報の初期値が求まらなかった場合（信頼度が低いと判
断された場合）には、初期値を演算するまでの間は、角速度センサ１２Ｂのみによるブレ
補正（通常手ブレ補正）を行う。
【００２２】
　図４は、本発明によるブレ補正装置の第１実施形態の動作を説明するフローチャートで
ある。
　Ｓ１において、レリーズスイッチ１７が半押しされたか否かを判定し、半押しされた場
合には、Ｓ２に進む。
　ついで、焦点距離情報の取得（Ｓ２）、被写体距離情報の取得（Ｓ３）を行う。
　Ｓ４において、撮影倍率：β情報の取得を行い、その撮影倍率：βが所定の閾値βｔｈ

以上か否かを判断し（Ｓ５）、肯定の場合には、Ｓ６へ進み、否定の場合には、Ｓ９に進
む。
【００２３】
　Ｓ６では、初期姿勢の信頼性の判断を行う。図６、図７は、第１実施形態のブレ補正装
置の初期姿勢演算を説明する線図である。
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　信頼度の判断は、角速度センサ１２Ｂの出力値を基に演算する。具体的には、図６（ａ
）に示すように、ｔ１の時点でレリーズスイッチ１７の半押し信号がＯＮになると、図６
（ｃ）に示すように、初期姿勢演算中信号がハイレベルになり、図６（ｂ）に示すように
、その間（ｔ１～ｔ２）の角速度センサ１２Ａの信号をモニタし、演算期間中に閾値：ω
ｔｈを超えていなければ、初期姿勢は信頼できると判断し、図６（ｄ）に示すように、マ
イクロ用ブレ補正の開始信号を出力する。
　図７（ｂ）に示すように、ωが閾値：ωｔｈを超える場合は、加速度センサ１２Ｂの出
力に加速度成分が多分に含まれることになり、この場合は、初期姿勢結果が信頼できない
ため、通常ブレ補正開始信号を出力する。
【００２４】
　図４に戻って、Ｓ７において、信頼性があるか否かを判断して、肯定の場合には、Ｓ８
へ進み、否定の場合には、Ｓ９に進む。
　Ｓ８では、マイクロ用ブレ補正演算のサブルーチンをコールする。図５（ａ）は、マイ
クロ用ブレ補正演算のサブルーチンを示すフローチャートである。
　Ｓ８１において、角速度データ、加速度データの読込を行う。
　Ｓ８２において、加速度センサ１２Ａから撮像面までの距離情報を取得（目標位置演算
に使用）する。
【００２５】
　Ｓ８３において、加速度センサ１２Ａから演算したカメラの初期姿勢情報と、角速度セ
ンサ１２Ｂから演算した角度情報とから、カメラの姿勢を演算する。
　Ｓ８４において、カメラの姿勢演算結果から、重力加速度成分を演算し、加速度センサ
検出値に含まれる重力加速度成分を除去する。
　前述したように、並進ブレ量は、加速度センサ１２Ａを用いることで検出可能であるが
、加速度センサ１２Ａの出力値には、並進ブレで発生する加速度成分と、重力加速度成分
とが含まれている。また、カメラの角度ブレによってカメラ姿勢が変化するため、加速度
センサ検出値に含まれる重力加速度成分も変化する。従って、並進ブレによる加速度成分
を求めるために、加速度センサ検出値から、重力加速度成分を除去するようにしたもので
ある。
　Ｓ８５において、角速度情報、加速度情報から、ブレ補正駆動機構９Ｘ，９Ｙの目標位
置を演算して、リターンする。
【００２６】
　図４に戻って、Ｓ９では、通常ブレ補正演算のサブルーチンをコールする。図５（ｂ）
は、通常ブレ補正演算のサブルーチンを示すフローチャートである。
　Ｓ９１において、角速度データの読込を行う。
　Ｓ９２において、その角速度データに基づいて、ブレ補正駆動機構９Ｘ，９Ｙの目標位
置演算を行い、リターンする。
【００２７】
　Ｓ１０において、ブレ補正駆動量を演算する。
　Ｓ１１において、ブレ補正駆動機構９Ｘ，９Ｙを駆動する。
【００２８】
　以上説明したように、本実施形態によれば、姿勢演算部３１の初期姿勢の信頼性を判断
する初期姿勢信頼性判断部５１を備え、初期姿勢信頼性判断部５１が初期姿勢の信頼性が
低いと判断したとき（Ｓ７：ＮＯ）には、加速度センサ１０Ａに基づいた信号の重みを低
くする（この実施形態では、角速度センサ１０Ｂに基づいた信号のみを用いる）ようにし
たので、初期姿勢演算結果の誤差によるブレ補正性能の悪化を防ぐことができる。
【００２９】
（第２実施形態）
　図８は、本発明によるブレ補正装置の第２実施形態を示すブロック図である。
　図９は、第２実施形態によるブレ補正装置の動作を示すフローチャートである。
　なお、以下の各実施形態では、第１実施形態と同様な機能を果たす部分には、同一の符
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号を付して、重複する説明を適宜省略する。
　第２実施形態のブレ補正装置は、初期姿勢信頼性判定部５１Ａで初期姿勢演算結果が信
頼できるか否かの判定を行い（Ｓ１０５）、信頼できないと判断された場合には（Ｓ１０
６：ＮＯ）、利得調整部２７Ｘ，２７Ｙの加速度成分の利得を変更して（この実施形態で
は、利得を下げて（利得＜１））、信頼性のある初期姿勢が求められた時点で（Ｓ１０６
：ＹＥＳ）、利得を１倍に戻す。信頼度の判定方法は、第１実施形態と同様なため、説明
を省略する。
【００３０】
　第２実施形態によれば、姿勢演算部３１の初期姿勢の信頼性を判断する初期姿勢信頼性
判断部５１Ａを備え、初期姿勢信頼性判断部５１Ａが初期姿勢の信頼性が低いと判断した
ときには、利得調整部２７Ｘ，２７Ｙの加速度成分の利得を変更して、信頼性のある初期
姿勢が求められた時点で利得を基に戻すようにしたので、初期姿勢演算結果の誤差による
ブレ補正性能の悪化を防ぐことができる。
【００３１】
（第３実施形態）
　図１０は、本発明によるブレ補正装置の第３実施形態を示すブロック図である。
　図１１は、第３実施形態によるブレ補正装置の動作を示すフローチャートである。
　図１２は、第３実施形態によるブレ補正装置の姿勢情報更新動作を説明する線図である
。
　上述の加速度センサ１２Ａと角速度センサ１２Ｂを用いたブレ補正装置においては、外
乱や、構図変更等による大きな角度ブレが起こった場合に、姿勢演算部３２の姿勢演算結
果に誤差が生じてしまう。また、角速度センサ１２Ｂの信号にＨＰＦ２５による処理をか
けているため、時間と共に誤差が生じてしまう。この誤差によって、正確な並進ブレによ
る加速度成分の検出が行えないという課題があった。
　本実施形態では、上記課題を解決するために、所定の条件を満たした場合に、姿勢演算
結果を更新することとしたものである。
【００３２】
　姿勢情報更新タイミング信号検出部５２は、角速度センサ１２Ｂの出力を基に、姿勢演
算結果を更新するタイミングを決定する部分である。例えば、角速度信号をモニタし、一
定の時間、静止した状態（手持ち時に、構図変更等の大きなブレがない状態）であると更
新タイミングと判断する。
　姿勢再演算部５３は、姿勢情報更新タイミング信号検出部５２の更新タイミング信号を
取得すると、加速度センサ１２Ａの出力を基に、この間に姿勢情報を再演算して、姿勢演
算部３２の姿勢情報を更新する。
【００３３】
　この実施形態では、マイクロ用ブレ補正のルーチン（図１１）がコールされると、角速
度データの読込を行い（Ｓ２０１）、その角速度データがＨＰＦ処理される（Ｓ２０２）
。次に、加速度データの読込が行われ（Ｓ２０３）、それ以降のＳ２０４～Ｓ２０７は、
図５（ａ）のＳ８２～Ｓ８５と同様である。
　Ｓ２０８において、角速度信号を基に、カメラが静止状態か否かを判断する。静止状態
の判定は、図１２（ａ）に示すように、角速度の絶対値が所定値：ωｔｈ以下であること
が条件であり、この状態が所定時間：Ｔｔｈ以上続いた場合に（図１２（ｂ））、姿勢情
報を更新することとする。
　また、更新する姿勢情報は、静止状態中の、加速度センサ出力の平均値から演算する。
この再取得した姿勢情報を基に、座標変換マトリクスを求め、これを座標変換マトリクス
の初期値とし、姿勢演算を実施する（Ｓ２０９）。
【００３４】
　第３実施形態は、以上の処理により、カメラの姿勢更新の可否を判断して（Ｓ２０８）
、その判断結果に基づいて、カメラの姿勢情報を再演算して（Ｓ２０９）、加速度センサ
の値を再補正するので（Ｓ２０５）、外乱や構図変更等による姿勢演算結果に誤差が生じ
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た場合であっても、良好なブレ補正が可能となる。
　なお、角速度センサ以外で姿勢更新の可否判断を行う場合であっても、上記と同様の考
えであるため、説明は省略する。
【００３５】
（第４実施形態）
　図１３は、本発明によるブレ補正装置の第４実施形態を示すブロック図である。
　図１４は、第４実施形態によるブレ補正装置の姿勢情報更新動作を説明する線図である
。
　この実施形態は、姿勢再演算部５３Ａの姿勢更新の可否判断を、角速度センサ１２Ｂの
出力と、カメラの作動状態（この実施形態では、フォーカス駆動部８のフォーカス駆動状
態）によって決定する。
　例えば、第３実施形態で説明したように、角速度センサ１２Ｂの信号からは姿勢状態更
新可と判断される場合であっても、それがフォーカス駆動中であれば、姿勢更新を行わな
いこととする。
【００３６】
　具体的には、フォーカス群が駆動された場合（図１４（ｂ））は、ω≦ωｔｈの状態で
あっても（図１４（ａ））、静止状態継続時間Ｔｃをリセットし、フォーカス停止後に再
度静止状態継続時間Ｔｃを演算することとする（図１４（ｃ））。
【００３７】
　第４実施形態によれば、角速度センサ１２Ｂの信号からは姿勢状態更新可と判断される
場合であっても、それがカメラの作動状態（フォーカス駆動中等）であれば、姿勢更新を
行わないので、カメラの作動状態等による姿勢演算結果に誤差が生じた場合であっても、
良好なブレ補正が可能となる。
　なお、カメラの作動状態としては、ミラーアップ後についても、上記と同様である。
【００３８】
（変形形態）
　以上、説明した実施形態に限定されることなく、以下に示すような種々の変形や変更が
可能であり、それらも本発明の範囲内である。
　本実施形態では、初期姿勢信頼性判断部は、加速度センサ１２Ａの検出結果を例に説明
したが、角速度センサ１２Ｂの検出結果に基づいて判定してもよい。
【００３９】
　第３、第４実施形態において、姿勢情報タイミング信号検出部（判断部）５２は、角速
度センサの出力を基に、姿勢更新の可否を判断した例で説明したが、加速度センサ、動き
ベクトル演算部、磁気センサ、ＧＰＳセンサ、傾斜センサの少なくとも１つの出力結果に
基づいて、姿勢更新の可否を判断するようにしてもよい。
　姿勢再演算部５２は、加速度センサの出力に基づいて、姿勢情報の再演算を行う例で説
明したが、角速度センサ、動きベクトル演算部、磁気センサ、ＧＰＳセンサ、傾斜センサ
の少なくとも１つの出力に基づいて、姿勢情報の再演算を行うようにしてもよい。
　姿勢演算部３２の初期姿勢の信頼性を判断する初期姿勢信頼性判断部５１を備えており
、この初期姿勢信頼性判断部５１が、信頼性が低いと判断されたときには、姿勢更新の可
否を判断する閾値ωｔｈを変更するようにしてもよい。
【００４０】
　さらに、図５のＳ８５おいて、角速度情報、加速度情報から、目標位置を演算する際に
、撮影倍率を検出する撮影倍率検出部３７からのデータに基づいて、角速度情報（角度ブ
レ）と加速度情報（並進ブレ）の重みを変えてブレ補正を行うようにしてもよい。このよ
うにすれば、撮影倍率に応じた的確なブレ補正を行うことができる。
【００４１】
　本実施形態では、デジタル一眼レフカメラについて説明したが、本発明はこれに限定さ
れず、コンパクトカメラ、銀塩カメラ、ビデオカメラ、携帯電話などにも適用可能である
。
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　なお、実施形態及び変形形態は、適宜組み合わせて用いることもできるが、詳細な説明
は省略する。また、本発明は以上説明した実施形態によって限定されることはない。
【符号の説明】
【００４２】
　１；カメラ　２；ＣＰＵ　３；撮像素子　４；ズーム群　５；フォーカス群　６；ブレ
補正群　７；ズーム群駆動機構　８；フォーカス群駆動機構　９；ブレ補正群駆動機構　
１０；絞り　１１；絞り駆動機構　１２；加速度・角速度センサ　１３；記録媒体　１４
；ＥＥＰＲＯＭ　１５；信号処理回路　１６；ＡＦセンサ　１７；レリーズスイッチ　１
８；背面液晶　１９；ミラー　２０；シャッタ　３１；初期姿勢演算部　３２；姿勢演算
部　３３；重力加速度演算出部　５１；初期姿勢信頼性判定部　５２；姿勢情報更新タイ
ミング信号検出部　５３；姿勢再演算部

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】 【図１０】
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